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SOLS WALLET 

（不動産特定共同事業法に基づく匿名組合金銭出資型商品） 

 

簡易説明書 

 

 

当書面は会員登録および該当商品への投資判断にご利用いただくための簡易説明書となります 

より詳細な情報が知りたい場合は、会員登録およびログイン後ご覧いただけます 

当書面は不動産特定共同事業契約を成立させるものではありません 

  

事業者情報 

 

主たる事務所 〒452-0814 愛知県名古屋市西区南川町２２７番地 

商号 株式会社不二興産 

登録番号 愛知県知事第４号 

代表者氏名 猪子 能史 

法第 17条に定める業務管理者 猪子 能史 
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対象不動産に関する事項（ルピナス知立） 

A. 対象不動産の特定及び当該対象不動産に係る不動産取引の内容に関する次の事項 

（１） 対象不動産の所在、地番、用途、土地面積、延べ床面積その他の対象不動産を特定するために必要な事項 

１． 土地 

所在および地番 愛知県知立市谷田町本林一丁目 5-1 

地 目 宅地 

地 積 320.06㎡ 

権利の種類 所有権 

２． 建物 

物件名 ルピナス知立Ａ棟・Ｂ棟 

所在 愛知県知立市谷田町本林一丁目 10-6 

家屋番号 10番 6の 1（Ａ棟）・10番 6の 2（Ｂ棟） 

構 造 鉄骨造スレート葺 2階建（Ａ棟・Ｂ棟） 

延床面積 
135㎡（A棟） 

135㎡（B棟）  

種類 居宅（Ａ棟・Ｂ棟） 

建築時期 昭和 61年（1986年）4月 29日新築（Ａ棟・Ｂ棟） 

※当社が固有の勘定にて保有する不動産を対象不動産として組み入れる。 

 

（２） 借入金の有無 

借入金無し  

（３） ファンド組入日 

2024年 3月 4日 

 

B. 対象不動産の価格に関する事項 

（１） 対象不動産の価格 

金 55,000,000円 

 

（２） 対象不動産の価格の算定方法 

物件購入時簿価 

 

（３） 鑑定評価額 

金 71,300,000円 （2023年 11月 9日時点） 
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（４） 当該鑑定評価の結果 

鑑定評価額：金 71,300,000円 

価格又は賃料の種類：正常価格 

鑑定評価額の価格時点：2024年 11月 9日 

 

（５） 富樫鑑定評価を行った者の氏名 

鑑定評価を行った者：株式会社東京カンテイ 

不動産鑑定士：波多野茂 

 

C. 対象不動産の賃貸借に関する事項 

総戸数・全賃料収入・全賃貸面積・全賃貸可能面積・直近稼働率 

総戸数 12戸（1K） 

賃料収入 満室想定（年間） 5,117,712円 

令和 6年 1月 19日時点（年間） 5,117,712円 

満室想定（月間） 426,476円 

令和 6年 1月 19日時点（月間） 426,476円 

全賃貸面積 270㎡ 

全賃貸可能面積 270㎡ 

直近稼働率 100％（令和 6年 2月 15日時点） 

 

対象不動産に係る賃料の支払状況 

（賃料支払を延滞した戸数の割合及び延滞された賃料の全賃料収入に対する割合） 

賃料支払い延滞戸数割合 8.3％（1戸滞納有 令和 6年 2月 15日時点） 

賃料支払い延滞金額割合 8.3％（1戸滞納有 令和 6年 2月 15日時点） 

延滞金額詳細 2023年 11月分のみ賃料の延滞があります 

賃料支払い延滞時に備え、保証会社を通した申込の受付、賃料支払い延滞発生時には弊社よ

り督促連絡及び顧問弁護士に相談のうえ対応をしております。 

 

直前五年間の全賃料収入及び賃貸に係る費用 

2019年 2月 1日～2024年 1月 31日 

全賃料合計 26,511,874円 

費用 5,224,804円 
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不動産特定共同事業者の直前３年の貸借対照表及び損益計算書 

 

＜貸借対照表＞ 

（単位：百万円） 

  第 21期 第 22期 第 23期 

  
自 2020年 7月 1日 自 2021年 7月 1日 自 2022年 7月 1日 

至 2021年 6月 30日 至 2022年 6月 30日 至 2023年 6月 30日 

資産の部      

 流動資産 3,840 5,857 3,825 

 固定資産 956 2,102 2,332 

  資産合計 4,796 7,959 6,157 

負債及び純資産の部      

 流動負債 1,644 2,862 2,122 

 固定負債 2,353 3,967 2,815 

  負債合計 3,997 6,829 4,937 

 資本金 100 100 100 

 利益剰余金 699 1,030 1,120 

  純資産合計 799 1,130 1,220 

  負債・純資産合計 4,796 7,959 6,157 
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＜損益計算書＞ 

   （単位：百万円） 

  第 21期 第 22期 第 23期 

  自 2020年 7月 1日 自 2021年 7月 1日 自 2022年 7月 1日 

  至 2021年 6月 30日 至 2022年 6月 30日 至 2023年 6月 30日 

営業収益 4,035 6,597 7,955 

営業原価 3,407 5,342 6,810 

営業総利益 628 1,256 1,145 

販売費及び 

一般管理費 
510 623 739 

営業利益 118 632 406 

営業外収益 14 25 21 

営業外費用 99 165 145 

経常利益 33 493 282 

特別利益 1 1 9 

特別損失 1 0 12 

税引前当期純利益 34 494 279 

法人税、住民税及び 

事業税 
14 163 69 

法人税等調整額 △ 2 △ 7 18 

当期純利益 22 338 192 
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出資予定総額、出資予定総口数及び運用予定期間 

 

（1）出資予定総額、出資予定総口数及び運用予定期間 

①事業全体に関する事項 

事業総額上限額 総額 金 2,000,000,000円 

事業総額（出資募集後） 
総額 金 55,000,000円 

（内訳） 出資総額 55,000,000円 ／ 借入総額 0円 

1口の出資単位 金 50,000円 

運用予定期間 2024年 3月 4日から 2034年 3月 3日まで（10年間） 

 

※運用予定期間とは、当該ファンド運営に関する最長の期間を示します。 

 当該期間内であれば契約の解除が可能です。 

 

 

②今回の募集に関する事項 

出資募集額 金 55,000,000円 

優先出資募集額  金 52,250,000円（1,045口） 

劣後出資募集額  金 2,750,000円（55口） 

募集後の事業総額 金 55,000,000円 

優先出資募集額  金 52,250,000円（1,045口） 

劣後出資募集額  金 2,750,000円（55口） 
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対象ファンドのリスクについて 

（１）価格変動リスク 

①出資金の毀損リスク 

 対象不動産の売却において、不動産市場の悪化等により、売却損が発生した時、出資額が棄損し、当初出資金額を割

り込む場合があります。 

 契約期間中における、やむを得ない事由による解約又は出資者たる地位の譲渡を行う場合に、その時点の経済情勢、

不動産市場、本事業の運営状況等により、出資金の返還あるいは譲渡対価の手取り額が当初出資金額を割り込むこと

があります。 

 

②出資者の本契約上の地位の流動性に関するリスク 

 出資者からの本契約の解除は、クーリングオフ及びやむを得ない事由による解約を除き、原則認められません。 

 また、出資者たる地位の譲渡に際しては、本事業者の承諾が必要であり、原則として本事業者がその裁量に基づいて

譲渡の可否を判断することから、組合運営に支障が出る可能性がある場合には譲渡が認められないことがあります。ま

た、出資者たる地位の譲渡手続きは、契約にて定められた方法による制約を受けることになります。さらに、出資者たる

地位の流通市場は現在確立されておらず、その流動性は何ら保証されるものではありません。したがって、出資者が希

望する時期、金額等の条件にて組合員たる地位を換金化することができない可能性があります。 

 

（２）流動性リスク 

① 一般的に、不動産は代替性に乏しく、また流動性が相対的に低いため、売却を希望する時期に、対象不動産を売却

することができない可能性があります。また、一般的に、不動産は個別性が強いため、その売却の際には、不動産をめぐ

る権利関係の精査、建物テナントの状況、建物賃貸借契約等の実態に関する精査、修繕履歴の精査、建物状況評価、環

境調査及び不動産鑑定評価を含む物件の精査（以下「物件精査」という。）、関係者との交渉等、売却手続きに多くの時

間と費用を要します。さらに、対象不動産における権利関係の態様が複雑な場合には、売却が困難なことも予想されま

す。 

 本事業者は、外部の媒介業者の情報力も活用しながら、可及的速やかに対象不動産を売却できるよう努めますが、な

おかかるリスクが現実化しないことを保証するものではありません。 

 

（３）不動産に係るリスク 

①不動産の毀損等に関するリスク 

 火災、地震、暴風雨、洪水、雷、戦争、暴動、騒乱、テロ等により対象不動産が滅失、劣化又は毀損した場合、土壌汚染

等の隠れたる瑕疵が見つかった場合、対象不動産の価値に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 かかる場合において、毀損、滅失した個所を修復するために、一定期間建物の不稼働を余儀なくされることにより賃料

収入が減少し、又は当該不動産の譲渡価格が下落する結果、出資者への利益分配金及び出資金の元本の返還に支障

を来たすおそれがあります。 
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②不動産の物的及び法的な欠陥、瑕疵に関するリスク 

 対象不動産には、権利、地盤、地質、構造等に関して、欠陥、瑕疵等が存在している可能性があります。また、物件精査

で判明しなかった欠陥、瑕疵等が、取得後に判明する可能性もあります。当該欠陥、瑕疵等の程度によっては、当該不

動産の資産価値が減損することを防ぐため、本事業者が当該欠陥、瑕疵等の補修その他予定外の措置、費用を負担す

ることになり、その結果、出資者への利益分配金及び出資金の元本の返還に支障を来たすおそれがあります。 

 本事業者は、かかる場合に原則として当該不動産の売主に損害賠償責任や瑕疵担保責任を追及することが可能です

が、かかる損害賠償責任又は瑕疵担保責任を追及しようとしても、売主の損害賠償責任あるいは瑕疵担保責任の負担

期間等が限定されていたり、売主の資力が不十分である等の事情により、これらの責任を追及し得ない可能性がありま

す。 

 また、我が国の法制度上、不動産登記にはいわゆる公信力がないため、不動産登記事項証明書の記載を信じて取引

したところ、買主が不動産に係る権利を取得できない場合や、予想に反して第三者の権利が設定されている場合があり

得ます。かかる場合において、本事業者は売主に対し、法律上又は契約上許容される限度で責任を追及することになり

ますが、本事業者は必ずしもその実効性を保証するものではありません。 

 

③不動産に係る所有者責任に関するリスク 

 本事業者が所有する資産である対象不動産の瑕疵を原因として、第三者の生命、身体又は財産等が侵害された場合

に、損害賠償義務が発生し、結果的に本事業者が予期せぬ損害を被る可能性があります。特に、土地の工作物の所有

者は、民法上無過失責任を負うこととされており（民法第 717条）、したがって本事業者が所有する不動産の設置又は

保存に瑕疵があり、それを原因として第三者に損害が生じた場合には、最終的に本事業者が損害賠償義務を負担する

可能性があります。 

 本事業者は、かかるリスクに対処するため、対象不動産を取得する際の物件精査及びその後の管理を通じて、所有す

る不動産の瑕疵の把握に努め、瑕疵が発見された場合には、適宜必要な措置を講じる方針ですが、なお上記のリスクが

現実化しないことを保証するものではありません。 

 

④対象不動産の変更に関するリスク 

 本事業においては、対象不動産の変更が予定されております。あらかじめ定められた「対象不動産の追加取得の方針

及び手続」に従って対象不動産の追加取得を行いますが、追加される不動産が出資者の希望に合わない可能性があり

ます。 

 

（４）不動産の賃貸に関するリスク 

①分配金の変動に関するリスク 

 本事業における本事業者の収入は、主として本事業者が所有する対象不動産の賃料収入に依存しています。対象不

動産の賃料収入は、対象不動産の稼働率の低下、賃料水準の低下、入居者による賃料の支払債務の不履行又は遅延、

本事業者とテナントの合意による賃料の減額、借地借家法第 32条に基づく建物テナントから本事業者に対する賃料減

額請求権の行使による賃料の減額等により、減少することがあります。 
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 また、対象不動産につき、滅失、毀損又は劣化等が生じ、修繕が必要となる場合には、かかる修繕に関連して多額の費

用を要する可能性があります。経済状況によっては、インフレーション、不動産管理や建物管理に係る費用、備品調達等

の管理コスト及び各種保険料等のコストの上昇、公租公課の増大その他の理由により、不動産の運用に関する賃貸費

用が増加する可能性があります。 

 このように、対象不動産からの賃料収入が減少もしくは賃貸費用が増加した場合、出資者への分配金が予定分配率

を下回ったり、まったく支払われない可能性があります。 

 本事業者は、対象不動産をはじめとした匿名組合勘定における資産に関する収入の向上及び費用の低減に努め、ま

たキャッシュフローを安定化させるため、常にそれらの変動状況を監視、調査、分析し、適宜必要な措置を講じるように

努めますが、なお上記のリスクが現実化しないことを保証するものではありません。 

 

（５）組合関係者に関するリスク 

①不動産特定共同事業者の信用リスク 

 匿名組合勘定に係る財産は、本事業者の固有財産及び他の不動産特定共同事業契約に係る財産と分別して管理さ

れますが、当該分別管理は信託法第 34条の分別管理とは異なるため、本事業者たる不動産特定共同事業者が破綻し

たことなどにより本事業の運営に支障を来たした場合には、出資者の出資金全額が返還されないおそれがあります。 

 

②本事業者との利益相反に関するリスク 

 本事業における匿名組合勘定で取得する対象不動産は、本事業のために本事業者が固有勘定で取得したものを、本

事業者の固有勘定から匿名組合勘定へ移転させるものであり、当該移転に際しての対価の決定においては本事業者の

固有勘定と匿名組合勘定の利害が相反する関係にあります。そのため、当該移転に際しての対価の公正を保つために、

不動産鑑定士等の評価額や弊社で収益還元法による時価評価額など客観的指標を参考として組入価額の決定を行う

ことによりリスクの低減を図る必要があります。また、本事業における対象不動産を、本事業者の固有の勘定もしくは他

の不動産特定共同事業に売却等を行う場合にも、当該移転に際しての対価の決定において、同様の利益相反に関する

リスクが生じます。 

 

（６）その他のリスク 

①法令、税制及び政府による規制変更のリスク 

 不動産、不動産特定共同事業及び匿名組合契約に関する法令及び税制等の規制、若しくはかかる法令及び税制等の

規制に関する解釈、運用、取扱いが変更された場合、公租公課等の費用負担が増大し、その結果、事業利益に悪影響

を及ぼす可能性があります。 

また、出資持分に係る利益分配、出資持分の払戻し、譲渡等に関する法令及び税制等の規制、又はかかる法令及び税

制等の規制に関する解釈、運用、取扱いが変更された場合、出資持分の保有又は売却による手取金の額が減少する可

能性があります。 

 

②払込出資金の返還の保証がないことに関するリスク 

 本契約においては、商法上の規定又は出資法との関係もあり、出資金の全部又は一部の返還は保証されていません。 
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すなわち、出資者への利益及び払込出資金の返還の原資は、本契約に基づいて本事業者が行う事業より生じる収入か

ら、本事業の実施に伴い発生した費用や損失等を控除した残額となります。 

したがって、本事業者の行う事業の業績結果や対象不動産の評価額によっては、出資者への利益分配のみならず、出

資金返還にまで支障をきたす恐れ（出資金の全部又は一部が返還されない可能性）があります。ただし、いかなる場合

にあっても出資者は出資金額を超えて出資する義務や損失負担の義務を負うものではありません。 

 また本契約に基づく出資金は、有価証券、預貯金や保険契約と異なり、投資者保護基金、貯金保険機構、預金保険機

構、保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。 

 

③分配の保証がないことに関するリスク 

 本事業者は、出資者に対して、本契約の定めに基づいて金銭の分配を行う予定ですが、分配の有無及びその金額は、

いかなる場合においても保証されるものではありません。 

 

④出資者が本事業に関して指図できないことに関するリスク 

 本契約において、本事業の遂行は本事業者のみが本事業者自身の裁量で行うものであり、これらについて出資者が

直接指示を行うことはできません。 

 但し、出資者は計算期間毎の財産管理報告書の送付を受け、本事業者の業務執行状況及び匿名組合勘定の財産管

理状況等につき、質問し意見を述べることができます。 

 また、本事業者の主たる事務所にて、営業時間内に限り、財産管理報告書及び本事業に係る業務及び財産の状況を

記載した書類、事業参加者名簿を閲覧することができます。 

 

⑤匿名組合契約の契約期間満了前の終了、期間延長に関するリスク 

 本契約は、対象不動産全部の売却の終了、本事業の継続の不能（但し、本事業者は出資者にその通知をしなければな

らない。）、本事業者の破産手続開始等、契約期間満了前における本契約の清算事由に記載のある事由のいずれかが

生じた場合には、契約期間の満了前に終了するため、出資者は本来得られたであろう分配金を受け取る機会を喪失す

ることになります。 

また、契約期間延長が発生した場合には、出資者の出資金返還についても延長され、当初予定していた時期の出資金

返還が受けられなくなります。 

また、「契約成立前交付書面における特に重要な確認事項 第 5項」に記載の分配金の配当に関して、源泉となる利益

が出ない場合は配当を受け取れない可能性があります。 

 

⑥組合財産たる金銭の運用に関するリスク 

 組合財産たる金銭は、銀行、信用金庫、信金中央金庫への預金等法施行規則第 11条第 2項第 14号ロに定めのあ

る方法により運用されます。そのため、通常の普通預金にて運用している場合には、金融機関等の破綻により損失を被

ることがあります。 
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 ただし、本事業において分別管理する預金口座は、普通預金のうち、①利息がつかない ②いつでも払戻し請求がで

きる ③振込などの決済サービスに使うことができる という 3要件を満たす「決済用普通預金」であるため、全額が預

金保険機構の保護の対象となります。 

 

⑦システムリスク 

 本事業に関する出資手続はインターネットを利用しており、また、本事業に関連する事務は、本事業者又はその業務委

託先が運営するシステムによって行われる。そのため、通信障害、システム障害等により、約定、取引、入出金や配当ス

ケジュール等に悪影響を及ぼす可能性がある。 

 

⑧借入に関するリスク 

対象不動産の追加取得の際に借入れを行う可能性があります。 

利益分配よりも利息支払いが、また、出資金返還よりも借入金返済が優先されます。 

債務不履行により担保権が実行された際には、出資金の償還に支障が出る可能性があります。 

また当借入金は、運用期間終了までに対象不動産を売却し、売却代金により返済する予定です。万が一売却損失が

出た場合、出資金の償還に支障が出る可能性があります。 

対象不動産を追加取得する際に借入れを行う場合、借入条件によっては事業利益や出資金の償還に影響が及ぶ可

能性があります。 

 

以上 
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［お問い合わせ］ 

 

会社名： 株式会社 不二興産 

代表者： 代表取締役 猪子能史 

所在地： 〒452-0814 名古屋市西区南川町 227番地 

メールアドレス： info@sols-funding.com 

電話番号（平日 10：00～18：00）： 052-509-2460 

宅地建物取引業免許： 国土交通大臣（2）第 8892号 

不動産特定共同事業の種別： 第 1号事業・第 2号事業 

不動産特定共同事業許可番号： 愛知県知事 第 4号 

 

 

 

 

 

 

 


